
　
歴史の都市チュニス開催

　第８回アフリカ開発会議
（TICAD8）が８月27、28日の
両日、サハラ以北の地中海に面し
たチュニジアの首都チュニスで開
催される予定だ。アフリカでの開
催は2016年のケニアに続く２回
目である。
　アフリカ開発会議は1993年の
第１回開催以来、多くは日本で開
催されてきた。アフリカでは
2016年に初めてサハラ以南アフ
リカのケニアで開催され、今回の
サハラ以北アフリカのチュニジア
開催は２回目のアフリカ開催とな
る。ただ、同じアフリカ大陸にあ
っても、サハラ以南アフリカと地
中海に面したサハラ以北のアフリ
カ（エジプト、リビア、チュニジ
ア、モロッコ、アルジェリア）と
は、気候はもとよりその歴史も大
いに異なる。
　塩野七生著『ローマ亡き後の地
中海世界』（新潮文庫）によると、
「古代ローマ時代では、シチリア
も本国に農産物を輸出していたが、

同時代のチュニジアの重要度はシ
チリアどころではなかったのであ
る。古代、アフリカと言えば、チ
ュニジアのことであったくらいで、
この時代のチュニジアはカルタゴ
を中心とした農業と通商で、そし
て特にアフリカ奥地から運ばれて
くる黄金で、北アフリカ全体の要
とされる価値は充分にあった」と
述べている。
　このようにローマ帝国の時代に
あって、北アフリカは“ローマの
穀倉”と言われている。なかでも
チュニジアの海港都市カルタゴは
ローマへの穀物輸送の拠点として
繁栄したと伝えられており、今で
もチュニジアには多くのローマ遺
跡が各地に点在している。
　その後、カルタゴがイスラムの
軍門に下ったのは紀元698年で、
その頃はすでに北アフリカ全域が
イスラム化していった。

重視される企業動向

　それでは、本論に戻ることにす
る。去る３月26日、TICADの閣
僚会議がテレビ会議方式で開催

され、アフリカ50カ国が参加し
た。林芳正外務大臣は、人間の
安全保障という理念の下で、
「人材」と「成長の値」に重点
を置く持続可能な開発目標
（SDGs）の実現を強調し、続い
て、鈴木貴子外務副大臣は人間
の安全保障を目指して、「保
護」「能力強化」に加えて「連
帯」を強調し、アフリカでの新
型コロナウイルスの克服をバッ
クアップしながら、「人材投
資」「環境問題」への支援を強
調した。
　日本の考え方をもう少し整理し
てみると、第１点は「質の高い成
長」を目指し、アジアでの経験を
生かしながら、日本企業の高い技
術やノウハウで「質の高いインフ
ラ」整備を促進するという考え方
だ。第２点は「人間の安全保障」。
それはアフリカの人びとの「能力
強化」を図り、社会づくり、国造
りへの参加をバックアップするこ
と。そのために日本はさまざまな
取り組みを進めたいとしている。
なかでも、アフリカに進出する日

本企業もアフリカの若者一人ひと
りの育成に貢献できるとしている。
　第３点は、「官民一体となった
アフリカ開発」だ。日本の民間セ
クターとアフリカ側双方から、ア
フリカへの民間投資に大きな期待
が寄せられている。TICAD7で
は日本政府として、民間企業の対
アフリカ進出を後押しするために、
「日本・アフリカ官民経済フォー
ラム」の立ち上げを発表し、投資
協定、租税協定、そして租税協定
交渉を推進することを明らかにし
ている。
　2022年４月、「TICAD7の官
民円卓会議民間提言」が時の安倍
晋三首相へ提出され、「アフリカ
ビジネス官民協議会」の設立、
TICAD7におけるアフリカ７カ
国での「二国間ビジネス環境改善
会議」の発足など、アフリカへの
投資促進が後押しされた。

か っ か そうよう

隔靴掻痒の感あり

　（一社）日本経済団体連合会
（経団連）の2021年度版提言
「戦略的なインフラシステムの海
外展開に向けて」では、次のよう
なことが提言されている。「積極
的な円借款供与、無償資金協力の
拡充、円借款、無償資金協力と
PPPの組み合わせなど、多様なメ
ニューの構築と拡充。特に、アフ
リカ諸国については2022年にチ
ュニジアで開催されるTICAD8
を目途に対応すべきである」。ま
た、「戦略再建に向けた根本的な
支援のため、技術協力スキームに
よる財務、税務、経済政策のアド
バイザー派遣や教育等が考えられ

る」。
　さらに、アフ
リ カ 開 発 銀 行
（AfDB）と日本
政府とのパート
ナーシップによ
る「アフリカの
民間セクター開
発のための共同
イ ニ シ ア テ ィ
ブ」の利便性向
上のためAfDBへ
の働きかけなど
が期待される、
としている。特
に、日本企業案
件における金利を含む条件緩和、
手続きの迅速化、国際協力機構
（JICA）の海外投融資の積極的
な併用などが期待される、として
いる。
　次に、外務省の資料でこれまで
の日本企業のアフリカ進出状況を、
営業所の開設までを含めて大雑把
に見ると、チュニジアはモロッコ、
エジプトと共にベスト10内に入
っているが、なかでも南アは別格
だ。次にモロッコ、エジプト、ガ
ーナ、ナイジェリア、モザンビー
ク、タンザニア、ウガンダ、チュ
ニジアという順位になっている。
これから見て、サハラ以北の地中
海に面したモロッコ、エジプトに
続いてチュニジアも日系企業の進
出先として高い人気を集めている。
おそらく、投資する者にとってサ
ハラ以北の地中海に面した国々は、
ヨーロッパ市場に近いこともあっ
て有望視されているのであろう。
　それにしても日本企業のアフ

リカ進出は欧米に比べて“隔靴
掻痒の感”ありで、もどかしい感
じがする。だから、TICAD8が
地中海を挟んでヨーロッパ市場と
対面するチュニジアで開催される
意味は、企業戦略的に大きいと言
える。目下、政府開発援助
（ODA）資金面で大きく貢献で
きない日本にとって、民間資本の
動員はアフリカ開発協力の要諦だ
と言える。
　他方、欧州連合（EU）は2021
年12月、EU域外向けに新たなイ
ンフラ支援戦略となる「グローバ
ル・ゲートウェイ」を公表し、
2027年までに最大3,000億ユー
ロの投資（主に融資や公的保証）
を目指すことを明らかにしている。
まさに強敵現わるである。地の利、
過去の経緯からヨーロッパにとっ
て、アフリカは熟知の大陸である。
日本にとって、今後、ヨーロッパ
の動向は、大いに注視しなければ
ならなくなるだろう。

第8回アフリカ開発会議の論点
「質高成長」「人間の安全保障」「能力向上」
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クック諸島に整備された太陽光パネルを丁寧に整備する担当者

特集

脱炭素“共創の時代”
共同体構想を掲げる日本の責務とは
　地球温暖化対策として、国際社会が京都議定書をまとめてから四半世紀。
　昨今、ウクライナ危機の影響が化石燃料の価格高騰につながり、エネルギー安全保
障の懸念が高まっている。
　化石燃料は「偏在性」と「枯渇性」を免れず、争いや緊張をもたらす資源だ。化石燃料
に依存する限り、安全保障のリスクは不可避でないか。私たちは今、未来志向の発想を
新たにし、脱炭素の取り組みを加速していくべきだろう。
　そこで重要なのは、開発途上国や新興国との相互協力だ。さまざまな知恵やモメン
タムを生かしながら、“共創の時代”を追求していく必要がある。
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インド西部のマハラシュトラ州にアジア開発銀行（ADB)の支援で建設された風力発電設
備＝写真はいずれもADB提供

1．岐路に立つ世界
      ＜寄稿＞気候危機とグリーン・ニューディールという希望
      東北大学 教授　明日香 壽川

2．気候政治の構図
      G7：存在感増すグローバル・サウス
      中東産油国：次世代エネルギーでUAE、サウジと協働を
      （株）三井物産戦略研究所 国際情報部 欧露・中東・アフリカ室 中東担当研究員　増野 伊登氏
      中国：成長戦略としてチャレンジ進める
      （公財）地球環境戦略研究機関（IGES） 気候変動とエネルギー領域 リサーチマネージャー　金 振氏

３．日本企業の取り組み
      カーボンフリーコンサルティング（株）：サプライチェーン全体で低酸素化を支援
      カーボンフリーコンサルティング（株) 代表取締役　中西 武志氏
      ワタミグループ：「人に優しい脱炭素」で持続可能な社会を
      丸紅（株）：経済界で“グリーンのトップランナー”目指す

４．今後の課題
      アジア・ゼロエミッション共同体構想の行方
      ＜コラム＞： JICA 社会基盤部 次長兼資源・エネルギーグループ長　小早川 徹氏
      ＜コラム＞：（一社）クライメート・インテグレート 代表理事　平田 仁子氏
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と呼ばれる。気候変動の文脈では、
主に、①一人当たりの温室効果ガ
ス排出量が小さい途上国の人々が、
一人当たりの排出量が大きい先進
国の人々よりも大きな被害を受け
る、②先進国でも貧困層、先住民、
有色人種、女性、子供が現実とし
てより大きな被害を受ける、③今
の政治に関わることができない未
来世代がより大きな被害を受ける、
の三つの意味で使われる。
　このジャスティスの問題は、日
本ではそれほど語られてこなかっ
た。その大きな理由の一つは、や
はり日本では途上国問題に対する
国民の関心が大きくないからだろ
う（途上国への責任転嫁の議論さ
えしばしば聞かれる）。日本は、
米国などに比べて、少なくとも表
面的には、さまざまな格差や分断
の程度が小さいこともある。
一方、例えば、2005年８月に米
ニューオリンズを襲ったハリケー
ン・カトリーナでの被害者は、ま
さに上記の貧困層、先住民、有色
人種、女性、子供の割合が多かっ
た。

気候変動に強靭な社会作り

　このような破局を何とか食い止
めるためのキーワードが「グリー
ン・ニューディール」あるいは
「グリーン・リカバリー」だ。基
本的には、再エネと省エネによっ
て雇用創出や景気回復を達成しつ
つ、温室効果ガス排出の削減も実
現し、気候変動やパンデミックの
ような危機に対して強靭性を持つ
社会も作るという考え方だ。

　日本に関しても、例えば、「未
来のためのエネルギー転換研究グ
ループ」が具体的な脱炭素化の代
替シナリオやその効果などを下記
のように明らかにしている。*1

投資額：累積約202兆円（民
間約151兆円、公的資金約
51兆円）
雇用創出数：約2,544万人
（年間約254万人の雇用が
10年間維持される）
エネルギー支出削減額：累積
約358兆円
化石燃料輸入削減額：累積約
51.7兆円
大気汚染による死亡の回避：
PM2.5による2,920人の死亡
を回避

　このような計算は途上国でもな
され、化石燃料輸出国でない限り、
似たような結果となっている。
 近年では、国際エネルギー機関
（IEA）なども、再エネと省エネ
が大幅に普及するシナリオの方が
経済合理性を持つとしている。そ
の背景にあるのは、再エネ発電コ
ストの大幅低下だ。太陽光発電は
過去10年で約10分の１になった。

多くの国で進むエネルギー転換

　今日、私たちが下す選択は、何
世紀にもわたって地球の行く末を
形作る。そして、私たちの行動と
不作為がもたらす結果を、今の若
い世代および未来世代は、否応な
く引き受けざるを得ない。また、
現世代でも、最も悪影響を受ける
のは途上国の人たちや脆弱な人た

ちである。そして、私たちの選択
は、彼らにさらなる破壊や崩壊を
もたらす可能性がある。その一方、
より安全で安心な未来を実現する
選択肢も私たちは持っている。
　時代も人々の考え方も、すぐに
は変わらない。ロシアとウクライ
ナの戦争を見て、第一次世界大戦
の時代に逆戻りしたような感覚を
持った人は多いだろう。
　しかし、不十分ではあるものの、
徐々に時代が変わっていることも
確かだ。実際に、エネルギー転換
は多くの国で進んでいる。ロシア
が化石燃料を戦略的物資として使
ったとしても、いや使ったからこ
そ、より速いスピードで脱化石燃
料と脱ロシア化は進むだろう。そ
れが私たちの希望であり、それは
決して「見果てぬ夢（impossible 
dream）」ではもはやない。
*1未来のためのエネルギー転換研究グループ『レポート 
2030：グリーン・リカバリーと2050年カーボン・ニュー
トラルを実現する 2030 年までのロードマップ』(2021年)
https://green-recovery-japan.org/

今、世界で起きていること

　私たちは今、歴史の岐路にいる。
希望に満ちた未来か、それとも破
局か。新型コロナウイルス感染症
は、私たちの世界を根底から覆し、
健康を脅かし、経済と生活を破壊
し、貧困と不平等を深めた。これ
に加え、ウクライナへのロシアの
軍事侵攻のような世界秩序を揺る
がす紛争が起き、未だに解決の糸
口を見出せていない。
　気候変動などの環境問題やエネ
ルギーの問題は、このような状況
の直接的、間接的要因となってい
る。気候変動は、熱波、干ばつ、
洪水、暴風雨、火災、海面上昇、
難民などをもたらし、社会システ
ム自体を崩壊させるからである。
また、多くの紛争にはエネルギー、
資源、水、食糧が大きく関わり、
戦略的な武器としても使われてい
る。その結果、化石燃料の価格が
高騰し、その中で割安な石炭の消
費が増える悪循環が起きている。
　今、インドでは３月以降、断続
的に強い熱波に見舞われており、
デリーでは49.2℃を記録した。
隣国パキスタンでも水不足からの
飲料水汚染を原因とするコレラの
感染が広がっている。ウクライナ

へのロシアの侵攻の影響で、両国
から大量の穀物を輸入していたア
フリカの国々では食料品や燃料価
格が急上昇し、貧困層がパンを買
えない事態になっている。
　世界食糧計画（WFP）は、長
期の干ばつが続くケニア、ソマリ
ア、エチオピアだけでも食料不足
に陥っている人は1,400万人いる
と推計し、年末までに2,000万人
に達すると予測する。こうして地
球上の脆弱な地域と人々に、気候
変動や紛争の影響が及んでいる。

科学のメッセージ

　科学は常に警告してきた。例え
ば、世界気象機関（WMO）の
報告書、「State of Climate in 
2021:Extreme Events and 
Major Impacts」によると、過
去50年間（1970～2019年）に
気象、気候、水に関する災害が毎
日発生し、毎日平均115人が死亡、
２億200万ドルの損失が発生した。
　また、災害の発生件数は50年
間で５倍に増加した。気象・気
候・水災害は全災害の50％で、
死者の91%以上は開発途上国で
発生した。最も大きな人的被害を
もたらした災害および死者数は、
干ばつ（65万人）、暴風（57万

7,232人）、洪水（５万8,700
人）、異常気温（５万5,736人）
だった。2010～2019年の損失額
は、1970～1979年の損失額の７
倍となった。
　2022年３月に発表された最新
の気候変動に関する政府間パネル
（IPCC）第６次評価報告書（第
２作業部会）でも、多くの破局的
な状況が明らかにされた。①現時
点で世界の約半分が厳しい渇水を
経験している、②産業革命前に比
べて気温が2℃上昇すれば今世紀
末までに干ばつなどで慢性的な水
不足人口が８億～30億人となる、
③影響は途上国や低所得者などに
顕著で、現在、33億～36億人が
被害を受けやすい地域で暮らす、
④上昇幅が1.5℃を超えると、極
地や氷床・氷河、山岳、沿岸など
を中心に生態系が回復不能なほど
に失われ、世界各地で穀物が一斉
に不作になり、島国や雪解け水に
頼る地域では淡水が減るなど、人
命に直結する食料や水の確保が困
難になる、と警告している。

ジャスティスに関心薄い日本

　気候変動の被害にはさまざまな
不正義や不公平があり、気候正義
（クライメート・ジャスティス）

東北大学教授 明日香 壽川
東京大学（博士）、INSEAD（修士）。（公財）地球環
境戦略研究機関気候変動グループ・ディレクターな
どを兼任。著書に『脱「原発・温暖化」の経済学』（中
央経済社、2018年）、『クライメート・ジャスティス：温
暖化と国際交渉の政治・経済・哲学』（日本評論社、
2015年）、『グリーン・ニューディール－世界を動かす
ガバニング・アジェンダ』（岩波新書、2021年）など

脱炭素 “共創の時代”～共同体構想を掲げる日本の責務とは岐路に立つ世界1

気候危機とグリーン・ニューディールという希望
急速に進む“脱化石燃料”と“脱ロシア化”
2015年のパリ協定以降、国際社会における再生可能エネルギーの取り組みと省エネの導入が加速している。
新型コロナウイルスのパンデミックや最近のウクライナ紛争後も、その潮流に後退はないのか。気候変動と地球
環境問題の専門家、東北大学教授の明日香壽川氏の論考を紹介する。
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